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大火前の初代県庁舎 

大正５年 竣工時 

昭和 61 年 保存修理前 

 
山形の代表的な文化施設として、観光施設として、そしてランドマークとして親しまれ

ている山形県郷土館「文翔館」。英国の建築家ジョサイア・コンドルの内弟子田原
た は ら

新之助
し ん の す け

が

設計、監督を担当し、本県出身の建築家中 條
ちゅうじょう

精一郎
せいいちろう

が顧問を務め、大正５年（1916）に竣

工しました。以来 60 年にわたり県庁舎として使用されました。今年は創建から 100 年を迎

えています。 

 

【建物の沿革】 
 初代県庁舎は、明治 10 年（1877）11 月

に山形市旅篭町
は た ご ま ち

地内万日河原
まんにちがわら

に竣工しま

したが、明治 44 年（1911）５月８日の山

形市北大火（被災戸数 1,340 戸、損害額 187

万円余）により焼失しました。同地に新庁

舎を再建することとし、大正２年（1913）

２月 28 日、県は設計及び監督者となる田

原新之助を山形県工師として招聘、顧問と

して米沢出身の工学博士中條精一郎を委

嘱し、４月７日に起工、基礎工事その他に

着手、７月 10 日には基礎工事竣工、７月

19 日に石工事着手、８月２日に煉瓦工事に

着手しました。12 月 13 日に、建物の永遠

の堅牢と繁栄を祈願する儀式である定礎

式が行われた。翌３年（1914）３月６日に

木工事に着手、８月 20 日に屋根工事に着

手、11 月 25 日には、煉瓦工事が竣工しま

した。 

大正３年（1914）12 月７日上棟式が行わ

れました。式典は、地上 20 数メートルの

時計塔前に仮設の祭壇を設け多くの関係

者が参加し、工事完了までの無事と完成後

の建物が堅牢で繁栄することを願いまし

た。式には数多くの一般市民が来場しまし

た。 

 大正４年（1915）３月 31 日に木工事・

附属建物工事が竣工し、５月 17 日にその

他の工事が竣工、11 月 30 日に石工事、12

月 31 日に屋根工事が竣工しました。 

 建物のシンボルともいえる塔時計を 12

施設紹介 【山形県郷土館 文翔館
ぶんしょうかん

  
～山形県旧県庁舎及び旧県会議事堂～】 

山形県企画振興部県民文化課・県土整備部建築住宅課営繕室
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現在の全体外観 

（左奥が旧県会議事堂） 

旧県会議事堂（現在の外観） 

ガイドボランティアによる案内 企画展の様子（ギャラリー）

議場ホール活用の様子 

月（日付不明）に地元の時計職人の阿部彦

吉が納入設置したことが、時計台座裏の刻

銘で確認できます。 

 こうして、大正５年（1916）５月には工

事が完了しました。建設工事費は当初予算

の 33 万７千円から６万４千円増え、40 万

１千円を要したと記録されています。 

 

【文翔館はいま】 

昭和 50 年（1975）に県庁が新築移転し

たのち、昭和 59 年（1984）に国の重要文

化財の指定を受け、昭和 61 年（1986）か

ら十年にわたる保存修理工事を経て平成

７年（1995）10 月に「文翔館」として開館

しました。 

 見学施設として無料公開しており、ガイ

ドボランティアによる案内（無料）も好評

を博しています。文化活動の拠点としては、

旧県庁舎内に、会議室、ギャラリーがあり

貸出（有料）をしているほか、旧県会議事

堂にある議場ホールは、地方オーケストラ

として活躍している山形交響楽団のリハ

ーサル会場としてその音作りに活用され

ています。また、プロ、アマを問わず、ピ

アノコンサートや室内楽演奏会、さらには

その重厚な空間を結婚式場としても利用

されています。このほか、生涯学習文化財

団の事業として、年３回の企画展、年４回

程度のコンサートなどを実施しています。

正面中央にそびえる時計塔は、札幌の時計

台に次いで、国内２番目に古いもの。開館

以来の来館者数は、平成 28 年（2016）８

月に 310 万人を超えています。 

 
【たてものデータ】 

竣  工：大正５年（1916）６月 

保存修理：平成７年（1995）10 月 

《旧県庁舎》煉瓦造、三階建、正面玄関ポーチ、 

東面昇降口付、スレート葺、正面中央塔屋付、 

鉄板葺、建築面積 1,864.6 ㎡ 

《旧県会議事堂》煉瓦造、一部二階建、スレート 

及び鉄板葺、建築面積 866.4 ㎡、 

《渡廊下（附指定）》煉瓦造、建築面積 48.2 ㎡ 

設 計 者：田原
た は ら

新之助
しんのすけ

、 中 條
ちゅうじょう

精一郎
せいいちろう

（顧問） 

【利用のためのデータ】 

所 在 地：山形市旅篭町３－４－51 

TEL 023-635-5500 

開館時間：９:00～16:30 

休 館 日：第１・第３月曜日（祝日・休日の場合は翌日）、 

12 月 29 日～１月３日 

入 館 料：無料 

アクセス：JR 山形駅から徒歩 30 分 

路線バス市役所前下車徒歩１分 

管 理 者：公益財団法人山形県生涯学習文化財団 

URL http://www.gakushubunka.jp/ 
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 公共建築は地域の人々の生活に密接な関わりを持ち、地域

の活性化、生活・文化水準の向上、街並み・景観の形成等を

図るうえで重要な役割を果たしていることから、地域との連

携を図りながら、公共建築の整備や運営のあり方を考えるべ

きという機運が高まっています。 

東北ブロック営繕主管課長会議では、一般の方々にも広く

関心を持って頂きながら、より一層生活に密着したより良い

公共建築を目指すという考えのもと、公共建築月間のイベン

トとして「巡回建築パネル展」及び「施設見学会」を開催し

ます。 

 

 

 

 

 

【 巡回建築パネル展 】 

今年度のテーマは「震災からの復興、防災・減災対策」と題し、下記により各機関の取組

事例を紹介します。 

 お近くにおいでの際は、お気軽にお

立ち寄りください。 

 
［昨年のパネル展の様子］ 

 

【 施設見学会 】 

 「施設見学会 ～防災機能を備えた行政庁舎を紹介します～」と題し、１１月２５日の午前

と午後の２回施設見学会を開催します。 

 見学会では、昨年度完成した仙台合同庁舎Ｂ棟の見学のほか、東北地方整備局、宮城県、仙

台市の営繕関係の業務や防災関係の取組事例についても併せて紹介します。 

参加対象者は、国、県、市における建物関係の仕事に興味を持つ学生の方としております。 

 

※ 各イベントの詳細については、ホームページをご参照下さい。 

http://www.thr.mlit.go.jp/Bumon/B00093/K00490/eizen/ 

巡回建築パネル展 開催場所・期間 

青森県庁北棟 １階来庁者ロビー 11月 28日～12月 2日

岩手県庁 １階県民室展示コーナー 11月28日～12月 2日

宮城県庁 ２階ロビー 11月21日～11月25日

秋田県庁 １階渡り廊下 11月14日～11月18日

山形県村山総合支庁 １階ロビー 11月14日～11月18日

福島県庁 ２階渡り廊下 10月 31日～11月 4日

仙台市役所本庁舎 １階ホール 10月 31日～11月 4日

仙台市青葉通り地下ギャラリー 11月 2日～11月14日

１１月１１日は「公共建築の日」 
～ １１月は公共建築月間 ～   

公共建築の日：数字の１が４つ並ぶ１１月１１日（建物の基本的な構造である４本の柱をイメージ）

公共建築月間：公共建築の日がある１１月（国会議事堂が昭和１１年１１月完成であることに因む）
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表彰式の開催 

 平成２８年１０月１９日、仙台合同庁舎Ｂ棟において、「平成２８年度下請企業表

彰」（保全指導・監督室長表彰）が行われました。 
 下請企業の表彰については、工事の専門分業化が進み、工事の品質確保にあたって

は下請企業（専門工事業者）の果たす役割が拡大していることから、工事の品質確保

や向上に貢献した下請企業を表彰するものです。 
 選定にあたっては、平成２７年度に完成した優良な工事（局長表彰、事務所長表彰

等）の下請企業より、当該工事の品質確保や向上に特に貢献した下請企業及び下請企

業の主任技術者を選定し表彰しました。 

 

下請企業表彰（保全指導・監督室長表彰） 

対象優良工事名称：仙台第１地方合同庁舎増築棟(11)建築工事 

工    種 下 請 企 業 名 主 任 技 術 者  

鉄筋工事 松永鉄筋工業 株式会社 柳沼 善雄 

内装工事 協林工業 株式会社 大久保 良憲 

コンクリート工事 株式会社 ヤスタ創建 安田 昌史 

左官工事 クレア工業 株式会社 阿部 瑞広 

金属工事 株式会社 西堀建装 高橋  修 

型枠工事 有限会社 藤軒建設 立石 勝典 

塗装工事 株式会社 ナカムラ 斎藤 弘巳 

土工事 共栄機械工事 株式会社 秋山 年光 

取りこわし工事 株式会社 飛田組 藤原 敏紀 

対象優良工事名称：仙台第１地方合同庁舎増築棟(11)機械設備工事 

工   種 下 請 企 業 名 主 任 技 術 者 

空調配管保温板金

塗装工事  

ナイガイ 株式会社 東北支店 目時 裕之 

ダクト工事 株式会社 小野寺ダクト 齋藤 榮次 

 

平成２８年度 下請企業表彰    
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平成 28 年 6 月１日に建築基準法の一部を改正する法律が施行され、建築基準法第 12 条の

2第 1項第 1号並びに同法第 12 条の 3第 3項第 1号に掲げる者と同等以上の専門知識及び能

力を有する者について、平成 28 年国土交通省告示第 483 号（以下「告示」という。）により

定められましたので、その概要をお知らせいたします。 

 

１．点検に必要な資格 

告示の施行により建築基準法に基づく国等の建築物の点検（第 12 条第 2 項及び第 4 項）

及び、官公法（官公庁施設の建設等に関する法律）に基づく国家機関の建築物の点検（第

12 条第 1 項及び第 2 項）は、一級建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員資格者証（特

定建築物調査員、建築設備検査員、昇降機等検査員、防火設備検査員）の交付を受けてい

る者が実施する必要があります。 

これまでは「国等の建築物の保全に関して 2 年以上の実務経験を有する者」が点検を実

施することが可能でしたが、施行後は「建築物調査員資格者証」を申請し、資格者証の交

付を受けた者でなければ点検を実施することはできません。 

 

 

 

 

 

保全ニュースとうほく 

～ 点検者の資格の取扱いについて ～ 

点検に必要な資格の種類 
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２．資格者証の交付により点検することができる建築物又は建築設備等 

国等の建築物等の保全に関して 2 年以上の実務経験を有する者が、申請により「建築物 

 調査員資格者等」の交付を受けても、全ての建築物又は建築設備等を点検できるわけでは 

ありません。 

点検することができる建築物又は建築設備等申請者の所属する組織が所有するもので、 

次のいずれにも該当しないものに限りますのでご注意ください。 

 

・建築基準法施行令第16条第1項各号に規定する建築物 

・建築基準法施行令第16条第3項第1号に規定する昇降機 

・建築基準法施行令第16条第3項第2号に規定する防火設備 

・建築基準法施行令第 138 条の 3 に規定する準用工作物 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は「建築基準法第12条の2第1項第1号並びに同法第12条の3第3項第1号に掲げる者と同等以上

の専門的知識及び能力を有する者について」（平成28年3月10日付け事務連絡、国土交通省住宅局

建築指導課長から関係課長あて）を参照ください。 

【参考】点検対象施設の範囲（今回の法改正に伴う変更はありません。） 
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３．資格者証の交付申請に関する手続き等 

○資格者証の交付申請は団体毎に行なってください。 
 

○資格者証の申請ができる者は、各団体の職員に限ります。 

（施設管理の委託を受けている民間事業者等は対象外です。） 
 

○申請者が、退職や人事異動等により資格者証の交付を受けていた際に所属していた団 

 体の所属を離れる場合は、交付を受けた資格の効力を無効とします。ただし、同一団 

体の内部での人事異動については、団体の所属を離れていないことになるため、資格 

の効力は失われません。 
 

○申請の時期は次のとおりです。 

   ・平成 28 年度  ：6 月 15 日～9 月 30 日 

   ・平成 29 年度以降：4 月 １日～5 月 31 日 
 

○申請先 
 

【申請者】地方公共団体（都道府県下の特定行政庁を含む） 

        （青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県） 

  【申請先】東北地方整備局建政部 

 

  【申請者】中央官庁（衆議院事務局、参議院事務局、国立国会図書館、内閣法制局、人事院、 

内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、 

経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省、会計検査院、最高裁判所） 

   【申請先】関東地方整備局建政部 

    ※国の場合、申請者は各府省等の本省となります。このため各出先機関から個別に申請する 

ことはありません。本省から出先機関へ照会があると思いますのでご確認願います。 

 

 

 

 

 

お知らせ 

東北地方整備局では、公共建築に関する技術的な相談を幅広く受け付けるため「公共建築

相談窓口」を設置しております。保全に関する相談事項がございましたら、下記の相談窓口

までお気軽にご相談ください。 

 

 【保全に関する相談窓口】 東北地方整備局 

   営繕部 保全指導・監督室  室長補佐 

              TEL 022-225-2171 (内線 5513)   FAX 022-268-7833 

   盛岡営繕事務所 保全指導・監督官室長 

        TEL 019-651-2015               FAX 019-605-8115 

詳細は「国等の建築物又は建築設備等のみの点検を行う者の資格の取扱い」（平成28年6月1日付

け事務連絡、国土交通省住宅局建築指導課長から関係課長あて）を参照ください。 
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１．はじめに 

平成 25 年 10 月に発生した福岡市の診療所火災では、火災時には自動で閉鎖するはずの

防火扉が正常に作動しなかったため 10 名の方が亡くなりました。今回の防災アシスト情報

では、平成 28 年 6 月 1 日に施行された「建築基準法」と「官公庁施設の建設等に関する法

律」の改正において防火設備の点検強化についての内容が含まれておりますので、紹介い

たします。 

 

 

２．福岡市の診療所火災等の概要 

 火災のあった建築物は、昭和 44 年に新築され、その後増築されています。昭和 48 年の

最初の増築時には、建築確認が行われ

ていますが、その後の増築は無届けと

なっています。 

 建物の概要は、以下の通りです。 

・複合用途(診療所併用住宅)  

鉄筋コンクリート造地上 4 階建て 

(一部鉄骨造) 

延べ面積 約 720 ㎡程度 

1,2 階は診療所、3 階は住宅、4 階は

実態として寮として使用されています。 

 

火災の概要は、以下の通りです。 

 ・発生日時 平成 25 年 10 月 11 日 

       覚知 2 時 22 分 

 ・被害者 死者 10 人、負傷者 5 人 

 

１階処置室で出火し、上階へ通じる空

間を介して 4 階まで延焼しています。防

火扉(防火戸)が閉鎖していれば、ここま

で被害は拡大しなかったと思われます。 

「防災アシスト情報」 

防火設備の点検 
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３．改正の概要 

 改正点としては、防火扉等の防火設備に関する点検を建築物の点検から独立させ、点検

を専門的知識及び能力を有する者に行わせるようにしたものです。 

 従来の防火設備は、火災の熱によりヒューズが溶けて扉を閉鎖するといった機械的で単

純なものが多かったため、設置の有無、劣化の状況等について目視を主とした点検を行う

ことで問題ありませんでした。 

 ところが、近年は火災感知やシステム制御など、機構が高度化・複雑化してきており、

火災時に確実に作動させるためには、詳細な点検が必要となってきたためです。 

 今回の改正で点検強化対象となった防火設備は、防火扉、防火シャッター、耐火クロス

スクリーン、ドレンチャーその他の水幕を形成する防火設備となります。防火扉のうち、

常時開いていて、感知器の信号により閉鎖する「随閉の防火扉」が対象となりますが、普

段閉まっている「常閉の防火扉」は、他の建具と変わるものではないので、今回の点検強

化対象設備とはなっておりません。「常閉の防火扉」については従来通り、「建築物の点検」

として点検を実施していただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 点検周期については、これまで建築物点検の中で行われていたため、3 年でしたが、点

検強化対象となった防火設備の点検は「防火設備検査員」(新資格)による 1 年に 1 回の点

検が必要になりました。ただ、既存の設備は、これまで３年以内ごとに点検していた事情

もあるので、経過措置として、平成３１年の６月１日までに、次の点検を行えば良いこと

になっています。 
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点検時期の経過処置 

 

 点検の対象施設については従来通りで、変更はありません。 

 防火設備の点検は、延焼防止する防火区画の形成及び火災発生時の安全な避難経路の確

保を行う設備が、正常に機能するかどうかの点検です。消防法による自動火災報知設備等

の消防設備点検とは範囲が異なります。 

 火災による被害を防ぎ建物を安全に使用するには、建築基準法等による「防火設備」の

点検、消防法による「消防設備」の点検、いずれも実施が必要です。 

 

 

４．終わりに 

 防火設備は、火災時に正常に機能しなければ、設

置してあっても役にたちません。写真のように防火

扉の作動する部分に、家具、備品等を置くと閉鎖に

支障をきたし、大きな被害になる恐れがありますの

で絶対にしないでください。 

 火災発生時に延焼拡大を防止し安全な避難経路

を確保出来る状態にしておくことが重要です。資格

者による点検と共に、施設管理者も一時的に荷物等が置かれることにより閉まらない状態

になっていないか日頃の状況にも注意が必要です。 

 


	（作業用）01 表紙160928（秋１）
	02～03_【山形県】文翔館_施設紹介(160928)
	04_【調整課】H28公共建築月間
	05_【保監室、盛営】H28下請表彰  
	06～08_【保監室】保全ニュースとうほく（点検者の資格の取扱いについて）
	09～11_【管理官】防災アシスト情報



